
事 務 連 絡  

令和６年３月 28 日 

 

     都 道 府 県  

各     市  水道行政担当部（局）長 殿 

    特 別 区 

 

各厚生労働大臣認可                殿 

 

  

国設専用水道の設置者 殿 

 

厚生労働省健康・生活衛生局 

                    水 道 課 水 道 水 質 管 理 室 

 

デジタル臨時行政調査会の「デジタル原則」への水質検査における対応について 

 

 

水道行政の推進につきましては、日頃から格別の御協力をいただき御礼申し上げま

す。 

令和３年 11 月、デジタル改革、規制緩和、行政改革に係る横断的課題を一体的に

検討し実行することにより、国や地方の制度・システム等の構造改革を早急に進め、

個人や事業者が新たな付加価値を創出しやすい社会とすることを目的としてデジタ

ル臨時行政調査会（会長：内閣総理大臣。以下「調査会」という。）が設置されまし

た。 

令和４年６月、調査会は、「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」（以

下「一括見直しプラン」という。）を策定し、７項目のアナログ規制（目視規制、定

期検査・点検規制、実地監査規制、常駐・専任規制、書面掲示規制、対面講習規制、

往訪閲覧・縦覧規制）等に関する法令約１万条項について、点検・見直しを行うこと

とし、同年 12 月にはこれら規制等に係る法令の見直しに向けた工程表が策定されま

した。 

一括見直しプランでは、令和４年７月から令和６年６月までの２年間を集中改革期

間と位置づけており、工程表中の各法令条項においても、当該２年間の取組を前提と

した類型化された工程表が示されており、必要な見直しを進めていくこととされてお

ります。 

これを受けて、「水質基準に関する省令の制定及び水道法施行規則の一部改正等並

びに水道水質管理における留意事項について」（平成 15 年 10 月 10 日付け健水発第

1010001 号厚生労働省健康局水道課長通知）について、下記のとおり考え方を整理し

ましたので、御確認いただきますようお願いいたします。 

なお、本件については、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項

に基づく技術的助言として発出するものであることを申し添えます。 

また、貴水道行政担当部局におかれましては、貴管下の都道府県知事認可の水道事

業者及び水道用水供給事業者、専用水道の設置者に対して、本件を周知いただきます

ようお願いいたします。 

水 道 事 業 者 
水道用水供給事業者 

   



 

記 

  
 第４の２で示される原水に係る水質検査の実施については、水質基準に関する省令

の規定に基づき厚生労働大臣が定める方法（平成 15 年厚生労働省告示第 261 号）に

規定されていない連続測定機器の検査方法であっても、当該連続測定機器が適切に保

守管理され、かつ、同測定機器を用いて精度管理が行われている場合は、この検査結

果をもって年に１回の原水の水質検査結果とすることは差し支えない。 
 

 

以上 
 

 

【問い合わせ先】 

厚生労働省健康・生活衛生局水道課 

水道水質管理室 室長補佐 野澤 

TEL  03-5253-1111（内線4034） 

   03-3595-2368（直通） 

e-mail：suishitsu@mhlw.go.jp  


